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別紙２



意 見 書 

 

平成２８年１２月６日 

 

 総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部料金サービス課 あて 

 

              郵便番号 

              （ふりがな） 

              住所（所在地） 

              （ふりがな） 

              氏名（法人又は団体名等）（注１） 

              電話番号 

              電子メールアドレス 

 

 情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条により、平成 28年 11月 19日付けで公

告された第二種指定電気通信接続料規則等の一部を改正する省令案等に関し、別紙のと

おり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏名を記載すること。併せて、連

絡担当者の氏名を記載すること。 

注２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。別紙にはページ番号を記載す

ること。 



MVNO接続料金を見直すと同時に MVNO向けの相互接続義務や厳しい非対称規制を一部見直

すべきではないか？接続義務は本来、MNO 間の相互接続をさせていたものを MVNO にも拡大

適用したと記憶している。世界中を見ても MVNO にまで相互接続義務を適用している国は稀

有である。むしろ Ofcomのように MNOに対する MVNO規制自体を否定する規制当局も増えて

いる。 

MVNO の接続料金が下がり国内の競争が活性化する事は望ましいが、参入ハードルが下が

り過ぎると 

海外事業者が国内 MVNO へ参入して国内外の規制差を利用して日本の市場を一方的に奪う事

態も起こり得る。そういう事態に備えるためにも電気通信事業法 29 条 30 条を一部見直し

相互接続義務や非対称規制の例外としてアライアンスの結成とアライアンス間の優遇を認

め、MNOが国際競争やサービスの多様化に対してアライアンスを通じて柔軟に対応できる余

地も視野に入れるべきだろう。 

 



 

  

意見書 

 

 

平成２８年１２月１９日 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部料金サービス課 御中 

 

郵便番号  １００－６１５０ 

住 所  東京都
とうきょうと

千代田区
ち よ だ く

永田町
ながたちょう

二丁目
に ち ょ う め

１１番
ばん

１号
ごう

 

                    氏 名  株式
かぶしき

会社
がいしゃ

Ｎ Ｔ Ｔ
えぬてぃてぃ

ドコモ
ど こ も

  

                                      代表
だいひょう

取締役
と り し ま り や く

社長
し ゃ ち ょ う

 吉澤
よしざわ

 和弘
かずひろ

       

 

 

 

情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条により、平成28年11月19日付けで公告された第二

種指定電気通信設備接続料規則等の一部を改正する省令案等に関し、別紙のとおり意見を提出しま

す。 
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 （別紙） 

該当箇所  意見 

第二種指定電気通信設備接続料規則

の一部改正案 

第 9 条第 4 項 

 

平成二十八年総務省告示第百十号 

の一部改正案 

第 3 条第 1 項 

 

先般の「モバイル接続料の自己資本利益率の算定に関す

るワーキングチーム」報告書にも記載のある通り、βの算定に

ついては、現状、「『移動電気通信事業に係るリスク及び当該

事業者の財務状況に係るリスクを勘案した合理的な値』との

考え方が規定されているにとどまり」、この結果、「各事業者の

接続料に差を生じる一因となっている」ところ、βの算定方法

等について必要な制度整備を図ることは、事業者間の更なる

公平性の確保による公正競争促進、並びに接続料水準格差

の是正に資するものであると考えることから、本改正に賛同致

します。 

 

平成二十八年総務省告示第百十号 

の一部改正案 

第 3 条第 2 項 

 

接続料の利潤算定にあたっての有利子負債の定義は、第

二種指定電気通信接続料規則において「社債、借入金及びリ

ース債務」である旨が明確かつ限定的に規定されているとこ

ろ、βの算定における有利子負債については、「社債、借入金

及びリース債務のいずれかに該当することが客観的に認めら

れるものに限る」とされておりますが、本来的には、双方の整

合性を図る観点で、社債、借入金及びリース債務に限ることが

適当であると考えます。 

 

 この点、社債、借入金、リース債務以外の科目において、有

利子負債の額に含み得る要素があるとすれば、事業者の恣

意性が入り込まないよう、総務省殿における適切な検証がな

されるものと認識しております。 

 

また、当該要素が定常的に存在するということであれば、透

明性確保の観点から、当該要素を会計上明確に整理できるよ

う、事業会計規則の見直し等を行うことも必要であると考えま

す。 

 

電気通信事業法施行規則 

の一部改正案 

第 23 条の 9 の 3 

 （略） 

電気通信事業法施行規則 

の一部改正案 

第 23 条の 9 の 3 

様式第 17 の 4 の 5 

（略） 

 

以上 



意⾒書 

平成 28 年 12 ⽉ 19 ⽇ 

 

総務省総合通信基盤局 
 電気通信事業部料⾦サービス課 御中 

 

郵便番号 163-8003 
住  所  

と う き ょ う と し ん じ ゅ く く に し し ん じ ゅ く に ち ょ う め さ ん ば ん に ご う
東京都新宿区⻄新宿⼆丁⽬３番２号 

⽒  名   ＫＤＤＩ
かぶしきがいしゃ

株式会社 
代表
だいひょう

取締役
と り し ま り や く

社⻑
し ゃ ち ょ う

 ⽥中
た な か

 孝司
た か し

 

 

 

 

 
情報通信⾏政・郵政⾏政審議会議事規則第４条により、平成 28 年 11 ⽉ 19 ⽇付けで公告され

た第⼆種指定電気通信接続料規則等の⼀部を改正する省令案等に関し、別紙のとおり意⾒を提出し
ます。 
（⽂中では敬称を省略しております。） 
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【別 紙】 
（総論） 

モバイル接続料の⾃⼰資本利益率の算定に⽤いられるβについては、これまで具体的算定⽅法が規定されて
おりませんでしたが、今回「モバイル接続料の⾃⼰資本利益率の算定に関するワーキングチーム」による議論を通
じてβの適切な算定⽅法の検討が⾏われ、そのルールの実効性を⾼めるため第⼆種指定電気通信設備接続料
規則等を改正するものと理解しております。これにより、接続料算定の公平性・透明性を確保し、移動通信事業
者の公正な競争環境の⼀層の整備が図られることを期待しています。 

本ワーキングチームの検討においては、株式会社 NTT ドコモ（以下「NTT ドコモ」）の株価βを基にアンレバ
ー・リレバーしたものを各事業者の接続料算定に⽤いるβとし、アンレバーの際に⽤いる財務諸表については、
NTT ドコモの連結財務諸表と単体財務諸表の資本構成⽐が⼤きく異ならないことを前提に、単体財務諸表に
拠ることとされました。現状は NTT ドコモの営業収益に占める移動通信事業の割合が他の事業者と⽐較して最
も⾼いことを踏まえれば、本検討結果のとおり代表的な移動通信事業者である NTT ドコモ株価 β から他の複数
の事業を営む事業者の移動通信事業に係る β を算出することは⼀定の合理性があると考えます。 

しかしながら、「モバイル接続料の⾃⼰資本利益率の算定に関するワーキングチーム報告書」において「移動通
信事業の特性により事業環境は数年単位で変化するほか、NTT ドコモについても、今後、⼦会社等も含めた事
業の多⾓化が進展し、連結財務諸表と単体財務諸表の資本構成⽐が⼤きく異なるものになる可能性」があるこ
とが指摘されているとおり、仮に著しい市場変化が⽣じた場合にはβの算定ルールを⾒直す必要があると考えま
す。 
 
（略） 
 
 
（各論） 
第⼆種指定電気通信設備接続料規則 

該当箇所 意⾒ 
附則 
（検討） 
３ 総務⼤⾂は、この省令の施⾏後三年を⽬途と
して、この省令による改正後の第⼆種指定電気通
信設備接続料規則第九条第四項の規定の実施
状況について検討を加え、必要があると認めるとき
は、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと
する。 
 

総論においても述べたとおり、今後、移動通信事業
においては NTT ドコモの事業多⾓化や 5G、IoT 等の
技術⾰新への対応により事業形態や事業構造が⼤き
く変化する可能性があります。したがって、今回の省令
案の規定にあるとおり、省令施⾏後上記のような著し
い市場環境の変化が認められた際には、接続料算定
に⽤いるβについても今回定められたNTTドコモの株価
βをアンレバー・リレバーしたもののみならず、各事業者
の株価の推移から計測したβを採⽤する⽅法等も含
め、市場環境に即した適切なルールへと改めて⾒直し
を図る必要があると考えます。 

電気通信事業法施⾏規則 
該当箇所 意⾒ 

第⼆種指定電気通信設備との接続に関する接続 （略） 
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約款の届出） 
第⼆⼗三条の九の三 
法第三⼗四条第⼆項の規定により、接続約款を定
め、⼜は変更しようとする者は、その実施の⽇の七⽇
前までに、様式第⼗七の四の届出書に、次に掲げ
る事項を記載した接続約款（変更の届出の場合
は、接続約款の新旧対照）並びに様式第⼗七の
四の⼆から第⼗七の四の七まで及び総務⼤⾂が別
に告⽰する様式の接続料の算出の根拠に関する説
明を記載した書類その他必要な書類を添えて提出
しなければならない。この場合において、当該書類に
掲記される科⽬その他の事項の⾦額及び数値は、
接続料の算出に⼗分な精度を確保できる場合に限
り、端数処理を⾏つて表⽰することができる。 
 

以 上 
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意 見 書 

 

平成 28 年 12 月 19 日 

 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部料金サービス課 御中 

 

郵便番号 105-7317 

住 所
（ ふ り が な ）

 東京都港区
と う き ょ う と み な と く

東新橋
ひがししんばし

一丁目 9 番 1 号 

氏 名
（ ふ り が な ）

 ソフトバンク株式
かぶし き

会社
が いし ゃ

 

代表
だいひょう

取締
とりしまり

役
や く

社長兼
しゃちょうけん

C E O
しーいーおー

 宮内
み や う ち

 謙
けん

 

 

 

 

 

 

情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条により、平成 28 年 11 月 19 日付けで公告

された第二種指定電気通信接続料規則等の一部を改正する省令案等に関し、別紙のとおり意見

を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 








